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はじめに 

1992 年、ブラジルのリオデジャネイロ

で国連環境開発会議（UNCED）が開催され

た。この会議は、気候変動枠組条約（FCCC）

や生物多様性条約（CBD）等の締結につな

がるなど、地球環境問題が国際政治の中

心的課題になる契機となった。また、こ

れらの条約では、京都議定書やカルタヘ

ナ議定書のような法的拘束力を持つ議定

書も作られ、現在の社会・経済に大きな

影響を与えている。 

そして、2012 年 6 月、再びブラジルの

リオデジャネイロで国連持続可能な開発

会議（UNCSD）が開催される。国連の持続

可能性に関する会議は、02 年のヨハネス

ブルクに続いて 3 回目で、今回の UNCSD

は 92 年に開かれた UNCED から 20 年後と

いうことで、リオ+20 と呼ばれる。 

92 年の UNCED 以降、地球の持続可能性

は、改善するどころか悪化の一途をたど

ってきた。当時と比較すると、55 億人だ

った世界人口は昨年 10 月に 70 億人を突

破し、世界 GDP はこの 20 年間で、実質ベ

ースで約 60％増加している。その分、一

次エネルギーの消費は同55％以上増加し、

温室効果ガスの二酸化炭素（CO2）の総排

出量も同 30％以上増加するなど、環境負

荷も増大している（図表 1）。リオ+20 は、

こうした状況に対して、更なる対応を迫

るものである。 

本稿は、リオ+20 の中心的テーマとな

るグリーン経済に関する議論を振り返る

とともに、今後の課題や日本への影響に

ついて考察する。 

 

リオ+20 の機能とテーマ 

本会議は、社会・経済・環境の 3 本柱

の統合を進め、持続可能な開発を実現す

ることを目的とした会議で、国連におけ

る環境関連の議論を総括する役割を持つ。 

この主要テーマには、09 年 12 月の国

連総会で、①持続可能な開発及び貧困克

服の文脈におけるグリーン経済
．．．．．．

と②持続

可能な開発のための制度的枠組
．．．．．

の 2 点が

決まった（UN 2009）。特に①のグリーン

経済への転換は、各国の金融・経済政策

によって推進され、民間企業・産業界の

関わりも強く要請されるだけに、利害関

係者からの関心も高い。 

 
グリーン経済とは 

リオ+20 のテーマとなるグリーン経済

の定義は、必ずしも一定ではないものの、

国連環境開発会議（UNEP）では、「環境悪

化リスクや生態系サービスの劣化を大幅

に減らすことによって、人類の福祉や社

会資本の改善につながるもの」と定義し

ている（UNEP 2011）。 

グリーン経済については言葉の定義よ

りも、それに関係する分野を具体的に把90 
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図表1 世界総生産とエネルギー消費（92年比）

実質総生産

一次エネルギー消費量

二酸化炭素総排出量

（資料）UN data, BP statistical review of world energy より作成
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自然資本への投資

エネルギー・資源
の効率化への投資

グリーン経済への
移行手段

図表2　グリーン経済の投資対象と移行手段

握することが重要である。UNEP では、グ

リーン経済の投資対象として自然資本や

エネルギー・資源の効率化などの分野を、

移行手段としてはモデル構築や政策策定、

ファイナンスを挙げている（図表 2）。 

国際社会においてグリーン経済への以

降の注目が高まったのは、いうまでもな

く、08～09 年の金融危機がきっかけであ

る。同年、UNEP がグリーン経済を推進す

るイニシアティブを発表したが、これに

前後して米国や EU 諸国、韓国等がいわゆ

る「グリーン・ニューディール」とされ

る一連の政策を行った。それから数年が

経過し、政策的な実績も出始めているこ

とから、リオ+20 ではこれらの政策を世

界規模で共有し、普及させることが求め

られている。 

 

リオ+20 準備会合での議論 

リオ+20 ではグリーン経済に関してど

のような議論が行われるのだろうか。そ

れを理解するため、リオ+20 の本会議に

先立って行われる準備会合の内容を確認

したい。準備会合は、すでに 10 年 5月に

第 1回、11 年 5 月に第 2回が開かれてお

り、本会議直前の 12 年 6 月にも第 3回が

開催される予定である。 

（1） 第1回準備会合：現状把握と課題整理 

第 1 回準備会合では、国連事務総長の

報告という形でグリーン経済への移行の

重要性と各国の政策の必要性が示され、

これをもとに議論が行われた。 

議論では、事務総長の提案を支持する

との意見が大勢となる一方で、グリーン

経済の内容が不明瞭であり、経済成長や

途上国の貧困問題の解決に向けた効果に

ついてのマクロ経済面での実証分析も不

足しているとの指摘が出た。また、特定

の産業界や資源輸出国の競争力を損なわ

せる、あるいは過度な環境保護主義に陥

る、技術ギャップが拡大するといったリ

スクへの懸念も示された。これらの意見

は、次回会合への大きな課題となった。 

（2） 第 2回準備会合：課題への回答と推進

手段の検討 

第 2 回準備会合では、前回会合の課題

に答える形で 2 つの報告書が提出された。 

まず、国連経済社会局（UN-DESA）等が

経済学者によるグリーン経済に関するマ

クロ経済レポートを提示し、グリーン経

済への移行のために有効な経済政策のレ

ビューやリスク回避に関する提案などを

示した（UN-DESA et al. 2011）。 

次に、UNEP が、主要セクターに 50 年

までの毎年世界 GDP の 2％を投資するこ

とにより、現行シナリオ以上の GDP 成長、

貧困の緩和、継続的な雇用創出などの経

済効果を得られるとの分析を公表したほ

か、政策手段やグリーン経済への移行度

合を計る指標案も示された（UNEP 2011）。 

以上の報告書によって全ての課題が解

決したわけではないが、各国の政策強化

の必要性等については、大筋の合意に至

り、実施の具体策が次の課題となった。 

（3） 第 3 回準備会合（予定）：成果文章原
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案の検討 

本会議直前に開催予定の第 3 回会合は、

前 2 回の会合の結果と、各国政府や非営

利組織（NGO）、メジャーグループと呼ば

れる利害団体等の意見書に基づき、具体

的な成果文章のドラフトについて検討さ

れることになる。 

この中でとりわけ重要な検討課題とな

るのが、プラットフォームの創設である。

これは、①政策手段、②成功事例、③進

展の指標、④資金援助メカニズムなどを

共有する機能を有するもので、各国がグ

リーン経済への移行を進めるための中心

的役割を果たすことになるだろう。 

 

リオ+20 の展望と課題 

これまでの準備会合では、持続可能な

開発を実現させるためにはグリーン経済

への移行が必要であること、そしてその

ためには各国が政策を実施し、民間参画

を進めることが必要であることが、概ね

合意されてきた。 

それは先進国だけの話ではなく、世界

GDP におけるシェアの拡大する新興国等

にも共有が進んでいる。中国が 11 年に開

始した「第 12 次五ヶ年規画」において省

エネ・環境保護や新エネルギー等を「戦

略的新興産業」と位置づけ、グリーン経

済への移行を急速に進めているという事

実も新興国等のグリーン経済への移行を

後押しすることになるとみられる。 

ただし、リオ+20 における議論の中で

は、いくつかの課題も鮮明になるだろう。

第一に、リオ+20 で創設が要求されると

思われる、プラットフォームの規模や内

容についてである。このプラットフォー

ムは、ひとまず情報共有程度の機能にと

どまる可能性もあるが、準備会合ではこ

れが国際条約の批准につながるものにな

ることも示唆されている。プラットフォ

ームの形式や権限は、グリーン経済への

移行の推進力に大きく関わるため、議論

の行方に注目が必要である。 

第二に、そのプラットフォーム等と各

国の政策をどのように接続させるかであ

る。経済・社会・環境の状況は各国・各

地域で大きく異なるため、グリーン経済

に関する政策の選択は、各国に委ねる必

要がある。グリーン経済の推進に伴うリ

スクへの警戒を強める国もあるなかで、

各国の最善策の実施をどのように支援し

ていくのかは課題となるだろう。 

 

日本におけるグリーン経済の展望 

最後に、グリーン経済への移行に関す

る世界的動向が、日本にどのような影響

を与えるのかを展望したい。 

日本は、世界各国と同様に金融危機対

策として自民党政権下の 09 年 4 月にも

「緑の経済と社会の変革」を発表し、「日

本版グリーン・ニューディール政策」を

実施した。また、民主党政権への交代後

も、10 年 6 月の「新成長戦略」の中で、

成長 7 分野の一つとしてグリーン・イノ

ベーションを挙げ、20 年までに 50 兆円

超の環境関連新規市場の創出といった目

標を掲げている。こうした中で、すでに

日本は、グリーン経済に関わる複数の政

策・経済手段を組み合せて実施してきた

のである（図表 3）。 

しかし、リオ+20政策共有が進む中で、

こうした政策にもある程度の見直しが求

められそうだ。リオ+20 で想定されるグ

リーン経済への移行は、長期的な計画の

もとで推進されるものである。それに対

して、これまでの日本の政策は金融危機
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日本の導入例 根拠法等 導入時期 各国・各地域の導入例

直接規制
森林環境税（31県） 各県条例 03年（高知県）～

エコカー補助金 09年度1･2次補正
予算

09年6月～10年9
月

太陽光発電購入補助金 10年度予算～ 09年1月～

エコカー減税 税制特措法（10年
改正）

09年4月～

省エネ改修促進減税 08年税制改正 10～15年開始分
5年間

東京都版中小企業向け省エ
ネ促進税制

東京都条例 10年3月～15年3
月（法人事業税）

太陽光発電余剰買取制度＊ エネルギー供給構
造高度化法（09年）

09年11月～

再生可能エネルギー全量買取
制度

再生可能エネル
ギー特措法（11年）

12年7月（予定）
～

排出量取引
制度

EU、NZ、米一部州　等

家電エコポイント 09年度1次補正～
10年補正予算

09年5月～11年3
月

住宅エコポイント（11年10月～
復興支援・住宅エコポイント）

09年度2次補正～
11年3次補正予算

09年12月～11年
7月、11年10月～

環境直接支
払

中山間地域等直接支払制度 00年度予算～ 00年4月～ EUの環境直接支払、コス
タリカのPES（生態系サー
ビス直接支払）　等

グリーン証書
・エコラベル

電力買取固定枠制導入国
の一部で電力証書発行

（資料）環境省ホームページなどを参考に作成

（注）＊は電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法（RPS法、03年～）の買取制度と併用

韓国各地方自治体の炭素
ポイント制度　等

※民間主導で、グリーン電力証書や生きものマーク農産物、森林認
証、水産エコラベルなどの取組みが行われている。

図表3　日本におけるグリーン経済への移行を促進する経済政策の例

※国内排出量取引制度について検討中

米のエコカー補助金、欧州
各国の太陽光発電購入補
助金　等

欧州各国のエコカー減税
等

英、独、スイス、アイルラン
ド、北欧諸国等の炭素税
等

ポイント制

※炭素税の導入が検討されており、11年度税制大綱にも検討趣旨が
記載されている

※従来の環境問題対策の主流

環境税

電力固定価
格買取制度

補助金

減免税

欧州各国、中国、ブラジル
等の再生可能エネルギー
買取制度　等

への対応が主な目的だったこともあり、

「エコカー購入補助」や「家電エコポイ

ント」のように、短期的な消費拡大を狙

った政策が主であった。現行の「新成長

戦略」も市場創出等についての目標はあ

るものの、具体的な投資計画等について

は特に示されていない。 

また、リオ+20 の議論と照らし合わせ

ると、現行の政策が①施策分野が住宅、

エコカー、再生可能エネルギー等、特定

分野に偏っている、②環境面での効果に

ついて十分な予測と実証がなされていな

い、③各種政策の役割分担が不明確、と

いった問題点も浮かび上がってくる。 

以上のことから、今後日本では、グリ

ーン経済への移行に関して①長期的な投

資計画、②政策対象分野の拡大、③各種

政策の効果と役割についての実証的分析

等が求められるものと思われる。 

リオ+20 は、グリーン経済への移行を

世界の確固たる潮流とすることを目的と

している。ここでの議論が日本の環境政

策に与える影響は決して小さくなく、各

企業・産業界にはグリーン経済への対応

がますます求められることになるだろう。 
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